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業界の概要

酒店業界は，小売店の距離制限撤廃など規

制緩和が進む中で，コンビニ店や食品スーパ

ー，ディスカウントストアーなど異業種から

の新規参入が拡大し，商圏内での競争が激化

している。また，少子高齢化やライフスタイ

ルの変化に伴い，酒類の需要は中長期にわた

って縮小してきた。しかし，そういった厳し

い市場環境にあっても，商品の差別化や高付

加価値化に取り組み業績を上げる事業者も少

なくない。酒販店の生き残り戦略と可能性に

ついて考察する。

酒店業界の現状

酒店業界の市場規模は，人口動態の変化や

様々な要因で縮小してきている。従来から，

飲酒習慣のある者は，男女ともに３０歳代から

大幅に増加し，７０歳以上では減少する傾向が

あるが，少子高齢化は，酒類の消費にも影響

を与えたと考えられる。

また，成人１人当たりの酒類消費数量の推

移を見ると図表－１のとおり，増加を続けて

きた酒類消費数量も平成４年度の約１０２Lを

ピークに減少し続け，令和元年度には約７８L

と２割強減少している。

� 若年層のお酒離れが進む

年代別，性別の飲酒習慣の割合も大きく変

化しており，平成２８年の「国民生活基礎調査」

によれば，男性で最も飲酒習慣のある年代は

６０～６９歳で５４．０％，女性では５０～５９歳で２２．５

％であり，いずれも高年齢層で高い割合を見

せている。一方，２０～２９歳では男性で１４．５％，

女性で６．５％，３０～３９歳では男性で３３．２％，

女性で１４．７％と，高年齢層と比較すると低

い水準が続いている。

中小企業診断士

田中 秀文

●図表－１ 成人１人当たりの酒類消費数量
の推移
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出所：国税庁 酒のしおり（令和３年３月）よ
り図表化

利益計画

酒販店のモデル利益計画
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●図表－２ お酒の種類別課税出荷数量
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出所：国税庁 酒のしおり（令和３年３月）よ
り図表化

これは若年層のライフスタイルや嗜好の変

化を如実に表したものであり，今後もその傾

向が続くとみられる。

� ビールから新ジャンルに消費が変化

酒類の構成にも大きな変化が見られる。

図表－２のとおり，酒類の課税出荷数量ベ

ースで平成５年度と平成３０年を比較するとビ

ールが半減していることが見て取れる。

一方，この間，新ジャンルといわれる，低

価格の発泡酒やチューハイなどのリキュール

類が伸びており，近年では，クラフトビール

など高価格帯の商品も加わる。

� 清酒は高付加価値商品が需要増

清酒製造業の出荷金額は，平成元年の約１

兆円規模から平成３０年には，約４，３００億円に

大幅に減少している。一方，リッター当たり

の単価では，平成元年の５５１円に対して平成

３０年では７２１円と上昇している。

減少を続けてきた出荷金額も平成２４年から

増加に転じており，より付加価値の高い商品

の需要の高まりを表すものと考えられる。

� 海外で評価高まる日本産酒類

近年では，清酒を含む日本産酒類は，世界

的な評価が高まっている。輸出金額の推移を

見ると，清酒やウイスキー，ビールを中心に

伸び続け，令和２年には約７１０億円（対前年

７．５％増）となり，平成２４年以降，９年連続

で過去最高を記録している。世界の食市場が

拡大する中，輸出中心に日本産酒類の需要拡

大が期待できる。

� 減少する一般酒店，伸びるコンビニ

酒類の販売業を行うには酒類販売業免許を

販売場所ごとに取得する必要がある。

酒類販売業免許は，酒類卸売業免許と酒類

小売業免許に区分されており，令和元年度末

の酒類卸売業免許場数は，約５，０００箇所で，

酒類小売業免許場数は，約１６７，０００箇所とな

っている。一般酒類小売業免許場の業態別構

成比をみると，平成１７年度に約５０％占めて

いた一般酒店が減少し，平成３０年度では，約

半数の２４．５％となる。コンビニエンススト

アの伸びが顕著で，HC（ホームセンター），

DS（ディスカウントショップ）も増加する

など，酒類小売業界の構造は大きく変化して

●図表－３ 清酒製造業の出荷金額と単価の
推移

出所：国税庁 酒のしおり（令和３年３月）
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いる。

酒類業界が取り組むべき課題

酒類市場の拡大と高付加価値に向けて，業

界全体で以下のような課題に取り組む必要が

ある。

� 商品の差別化・高付加価値化

酒類の国内需要が長期的に減少傾向にある

なか，これまでの取組を継続するだけでは今

後の需要の回復・拡大が見込めない。

酒類事業者は，従来型の商品の開発・製

造・販売等の方法にとらわれず，新たな商

品・サービスの創造，新たな市場の開拓に取

り組み，酒類業界の構造転換が課題といえる。

� 海外市場への販路拡大

現在，酒類市場は世界全体で１００兆円を超

える規模があるとされている。

日本産酒類の輸出額は，９年連続で過去最高

の伸びを続けているが，世界市場の規模から

みれば０．１％にも満たない。これは，逆にみ

れば大きな伸びしろと考えることができ，海

外市場の開拓は，酒類業界の発展のために必

要不可欠な取組でもある。そのために，酒類

業界あげての PRや情報発信，流通大手との

取引を通じた販路開拓が求められる。

� 技術の活用と人材の確保

酒類業従事者の高齢化に伴い，後継者不足

が進行している。特に製造事業者において顕

著にみられ，製造技術やノウハウの継承が課

題となっている。生産体制の見直しなどを通

じて，人材の確保・育成や働きやすい環境の

整備，事業承継等の課題に取り組む必要があ

る。

一般酒店を取り巻く環境変化

小売市場に他業態からの新規参入が続く中，

一般酒店の経営環境は，より厳しいものがあ

る。その環境変化を５つの競争要因から捉え

てみる。

� 新規参入業者の脅威

参入障壁が低くなった一般酒店業界では，

新規参入者の脅威が大きい。どの産業でも新

規参入が起こりやすいほど収益性は低くなる

傾向にあり，商圏内に突然，新規参入業者が

登場することにより，経営状態が急変するこ

とになる。

� 一般酒店事業者間

一般酒店では，商圏エリアの拡大により，

遠方からの来店もみられ，差別化が難しく，

市場が縮小している一般酒店同士でも競争が

激しくなりやすい。

� 代替品の脅威

自社の商品サービスに代わる，新しい代替

サービスが登場すると，収益性は低下してし

まう。特に，低価格で高品質のものが登場し

た場合，脅威がより強くなる傾向にある。ま

た，EC販売や居酒屋チェーンなどの外食産

業も提供方法の違いがあるが，経営上の脅威

となる。

� 買い手の交渉力

買い手（顧客）の選択肢が多い場合，収益

性が低くなる。低価格商品へのニーズは依然

高いが，一方では，こだわりを持ち良いもの

は高くても買いたいという消費者もいる。商

圏内での酒類に対するニーズの変化なども把

●図表－４ 一般酒類小売業店の業態別構成

出所：国税庁 酒のしおり（令和３年３月）
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●図表－５ A社の事業概要

所在地 東京都区内

店舗規模 １２０㎡（事務エリア含む）

会社形態 株式会社

資 本 金 １０００万円

設 立 １９６０年

事 業 酒類および食品販売業

商品構成 酒類５５％ 食品４５％

従 業 員 ６名（パート・アルバイト含む）

売 上 高 １憶８千万円

1

2

握し，ターゲットを固めて対応することが重

要となる。

� 売り手の脅威

自由化により，酒類卸売業の再編も加速し

ており，商社や総合食品卸売業主導で酒類卸

売業の再編が進行し，食品業界と酒類小売業

界の垣根は低くなっている。売り手の交渉力

が強くなると，仕入コストに影響し，経営上

の脅威となる。

一般酒販店生き残りの方向性

一般酒販店の生き残り戦略を考えた場合，

品揃え，価格，利便性といった提供価値の差

別化による競争優位の確保が必要となる。こ

の変化の方向性として，「専門特化型」と「総

合型」の２つがある。

� 専門特化型の方向性

専門特化型は，酒販店として顧客に提供す

る価値のうち，ある特定のものに絞り込むこ

とをいう。また，具体的な方向性として，「商

品特化」「サービス特化」「低価格化」の３つ

の方向性が挙げられる。商品特化は，ワイン

や日本酒の専門店といった特定酒類の品揃え

の深さで価値訴求する。サービス特化では，

提供サービスの特定機能を充実させる。酒類

の宅配サービスや飲酒（試飲なども含む）コ

ーナー併設などが挙げられる。低価格化は，

ディスカウントショップなどの業態にみられ

るように，低価格を訴求する特化の仕方であ

る。

� 総合型の方向性

専門特化型の方向性に対し，総合型は，酒

類から加工食品や菓子類へと品揃えを拡大し，

酒飲料の充実した総合食料品店へと業態転換

することをいう。総合化に向けては，自店で

成し遂げるケースとコンビニエンスストアな

どのフランチャイズの傘下に入るケースとに

分けられる。

モデル企業A社の概要

A社の事業概要は，図表－５のとおりであ

る。

A社の沿革

A社は，東京都区内にある酒類および食品

小売事業者である。酒類小売業で創業した父

から１５年前に長男へ事業承継された。

現経営者は，カフェレストランや居酒屋な

ど飲食店を中心に様々な業態の経験を積み，

経営引継ぎ後は，その経験とネットワークを

生かし，自社事業の再構築に取り組んでいる。

A社の店舗は，半径５００m圏内にディスカウ

ントショップの競合店などがある激戦地であ

る。酒類販売の老舗店でありながらも，厳し

い市場変化に対応すべく，父親から引き継い

だ酒店に食品事業を加え，お酒を扱う総合型

店舗へと業態転換している。

A社の事業概要

A社の事業概要は以下のとおりである。

� 営業時間と人員体制

・営業時間 午前１０時～午後７時

・定休日 木曜日

・従業員 ６名

仕入は経営者が担当し，経理はその配偶者
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●図表－６ A社の収益状況 単位：千円

現在

売上高 １８０，０００

売上原価 １３６，８００

売上総利益 ４３，２００

販売管理費 ４２，１００

営業利益 １，１００

日販金額 ６００

月商金額 １５，０００

平均来店客数／日（件） ４５０

平均購買単価／１人当たり（円） １，３４０

4

が担当。販売は，従業員とパート，アルバイ

トが担当

� 立地と顧客層

A社は，東京都区内の主要駅から徒歩圏内

の立地で，オフィスと住宅が混在する地域に

ある。５００m商圏エリアに約３０００世帯あり人

口集積もみられる恵まれた立地である。

来店客数では，お昼時間帯に小さなピーク

があり主婦層が中心となる。夕方から夜にか

けて大きな山のピーク時間帯となり，学生か

ら高齢者まで幅広い層からの来店がある。近

隣には，オフィス事務所もあることからビジ

ネスの需要もある。

A社の収益状況

A社の収益状況は，図表－６のとおりであ

る。

売上高１億８千万円，売上総利益が４千３

百万円（粗利率２４％），販管費を差し引いて

わずかながら営業利益を確保している。

� 商品構成と売上比

A社は，創業時からの酒類部門と事業承継

後に加えた食品・雑貨類部門の２つの部門が

あり，年間の売上構成比率は，図表－７のと

おりである。

酒類の販売を主要事業としていたが，近隣

ニーズを捉えて，食品事業を立ち上げ，徐々

に拡大してきた。現在では，食品部門（後に

一部雑貨を加える）が売り上げ全体の４５％

を占めるようになり，主要部門に成長してい

る。

A社の現状

A社の現状を図表－８のとおり，クロス

SWOT分析で把握する。

� A社の強み

・固定客の存在

創業時からのお酒を買い求める馴染み客

や後に取り入れた食品事業部門でも，日常

として買い求める固定客が存在する。

・お酒の独自仕入れルート

経営者の前職からのネットワークを生か

し，清酒を中心に独自ルートで仕入れ，販

売している。限定販売されたお酒は，人気

商品となり，即完売となることもある。

・ITリテラシーの高い人材

経理を担当する配偶者は，情報システム

分野での就業経験を持つ ITリテラシーの

高い人材であり，パソコンを活用した業務

管理に精通している。

� A社の弱み

・手狭な店舗スペース

従来の酒店に食品部門を置いたため店舗

が手狭になっている。また，駐車場が無い

●図表－７ A社商品の年間売上構成比

金額（単位：千円） 構成比

１８０，０００ １００％

酒 類 ９９，５００ ５５％

内訳）ビール，日本酒 ６２，０００ ３４％

内訳）ワイン １２，５００ ７％

内訳）他リキュール類 ２５，０００ １４％

食品・雑貨類 ８０，５００ ４５％

内訳）一般食料品 ５７，８００ ３２％

内訳）弁当，惣菜 １５，９５０ ９％

内訳）その他雑貨 ６，７５０ ４％
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ため，遠方からや重い品の買物客の利便性

に欠ける。

・正社員定着率の低さ

正社員の定着率が悪く，新規募集による

確保も難しくなっている。

・低い認知度

創業から長年立つが PR不足とも相まっ

て，周辺住民に広く知られていない。

� 自店にとって機会と捉えるもの

・人口増加地域の店舗立地

現在の商圏エリア（徒歩圏５００m内）の

人口が増加しており，人口集積の高い地域

に店舗を構えている。

・健康へのこだわり

食品添加物の少ない食品など，健康への

こだわりが強い。

� 自店にとって脅威と捉えるもの

・新たな競合店の増加

商圏エリア内にディスカウントスーパー

が新たに進出し，酒類を買い求める顧客を

奪われ既に顕在化した脅威となっている。

・人手不足と人件費の高騰

人手不足から人材募集するも採用に至ら

ず，人件費高騰と合わせ経営上のリスクと

なっている。

A社の課題

A社は，近年，食品事業の取り組みにより，

利益を出すも売上が頭打ちとなっている。

従業員の退職や新規採用難による人手不足

の問題が重なり，安定運営と売上増との板挟

みとなっている。

� 酒類販売事業の業績低迷

近年，自社商圏エリアにディスカウントシ

ョップが出店し，明らかにお酒を求める既存

顧客を奪われている実情がある。そのため，

酒販売の売上が減少し，業績低迷が続いてお

り，喫緊の課題となっている。

� 人手不足と事務負担の増大

長年勤めていたベテラン従業員が退職し，

人材募集をするも採用には至らず，アルバイ

ト，パート従業員を増やし，何とか回してい

る状況にある。また，食品事業を立ち上げに

より，従来からの事務負担も増え，経営上の

課題となっている。

� 認知度の低さ

老舗店であり，人口集積の高い立地にあり

ながら，認知度が低い。現在，店舗前にのぼ

りと外看板のみであり，新規顧客を呼び込む

効果的なプロモーションが課題となっている。

課題に対する改善策

親しみやすくこだわりのある店舗をコンセ

プトとし，特徴ある酒類で生活提案型販売を

目指す。ディスカウントショップ競合店との

●図表－８ クロスSWOT分析

外部環境の変化

競合企業との競争力

機会（O） 脅威（T）

多様な顧客層の存在
人口集積の高い立地
こだわり商品への嗜好の変化

新たな競合店の増加
人手不足
仕入，人件費の高騰

強み
（S）

固定客の存在
お酒の独自仕入ルート
複数の部門を持つ

【改善に向けての戦略の方向性】
〇 健康に配慮した個性ある品揃え
〇 効果的なプロモーション
〇 POS活用による生産性向上
〇 店舗運用の見直し弱み

（W）

手狭な店舗スペース
正社員定着率の低さ
駐車場が無い
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差別化のため，店舗管理や陳列の見直し，限

定商品など扱い商品の見直しに取り組む。

� 新商品開発の推進

商品開発により，ディスカウント店と競合

しない品揃えを目指す。弁当や総菜の強化，

お酒へのこだわりや健康食品の充実を図り，

魅力ある店舗とする。中高年消費者の関心が

高い栄養補助食品，独身者や小家族が買いや

すい手頃な商品，お酒との相性の良い食品の

品揃えを充実し，部門間での連携強化を図る。

� 販売戦略の推進

多様な業態が存在する激戦地でありながら

も立地のよさを最大限に活かし，新規顧客へ

アプローチするために，マーケティングを強

化する。商圏分析に基づき，３００mエリア圏，

５００mエリア圏での人口分布からターゲット

とする３０代～５０代層にオリジナルチラシを配

布する。お中元・お歳暮を含め，四季ごとの

イベントによりプロモーションを促進する。

また，特典をつけることで，顧客情報を収集

し，継続的なリピートにつながるように，次

のマーケティング戦略につなげていくことに

する。

� 価格戦略

価格設定では，ディスカウント店より高く，

コンビニよりは安いゾーンで設定する。価格

競争に陥らないよう，季節やシーンに応じた

商品のセット化で一人当たり購買単価の増加

や目玉商品による買い上げ点数の増加を狙う。

� 情報システムの活用

情報システムを更新し，POS「Point of Sales

＝販売時点情報管理システム」を導入する。

販売情報を記録，管理し，消費税軽減税率対

応したレジと連動する。

これにより，どの商品がいつ・どこで・何

個売れたのかなど，商品の販売情報を管理し，

店舗運営に利用する。また，酒類と食品の消

費税軽減税率対応にも活用する。

� トライアル角内（すみうち）コーナー

お店で買ったお酒を店内に設けられた立ち

飲みスペースでたのしむ，角内コーナーを設

ける。これは，近隣のビジネス需要も見込み，

有料の試飲や立ち飲みのコーナーを店内に併

設する。酒蔵直送の地酒やクラフトビールな

どの試飲で，店先で目立つように露出するこ

とで PR効果も狙う。

もともと，地酒やクラフトビールは単価が

高く，当店で安価に立ち飲みし，顧客層の裾

●図表－９ バランススコアカード

財務の視点 顧客の視点 業務プロセスの視点 学習と成長の視点

顧客満足の向上
付加価値の高い
お酒の提供

柔軟なシフト管理
短時間勤務者
の採用

増収・増益の実現
自然素材の食品
の提供

オリジナルチラシを
活用した販促

計画的な販促活動

生産性の向上
キャッシュレス
決済の導入

データ利活用
POSシステム
の活用
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�

野が広がることを期待する。

改善後のモデル利益計画

A社は，特徴ある酒類の品揃えを増やすと

ともに，オーガニック商品や健康食材など，

便利さとおもしろさを追求した品揃えで生活

提案する総合型店舗を目指す。総合化にあた

っては，お酒が売れないから，単純に別の商

品を増やしていくというのではなく，顧客の

ニーズにどう応えていくのかが成功の鍵とい

える。改善後の利益計画では，各種プロモー

ションと品揃えの効果で売上高伸びを年

３％と見込む。人口集積の地の利を生かし

つつ，コンビニエンスストアや近隣ディスカ

ウント店など競合店との差別化を強化してい

く。

〔たなか・ひでふみ〕

●図表ー１０ A酒店の利益計画 単位：千円

現在 １年目 ２年目 ３年目

売上高 １８０，０００ １８５，０００ １９０，０００ ２００，０００

売上原価 １３６，８００ １４０，０００ １４３，０００ １５０，０００

売上総利益 ４３，２００ ４５，０００ ４７，０００ ５０，０００

販売管理費 ４２，１００ ４３，０００ ４４，５００ ４５，０００

営業利益 １，１００ ２，０００ ２，５００ ５，０００

日販金額 ６００ ６１７ ６３３ ６６７

月商金額 １５，０００ １５，４１７ １５，８３３ １６，６６７

平均来店客数／日（件） ４５０ ４５５ ４６０ ４７０

平均購買単価／１人当たり（円） １，３４０ １，３５５ １，３７７ １，４１８


